
議案第 95 号   

令 和 ７ 年 度 

磐田市一般会計補正予算 

（ 第 ７ 号 ）  





令和７年度磐田市一般会計補正予算（第７号） 

令和７年度磐田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７４６，６０１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

８８，６１９，２９４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳 

出予算補正」による。 

（繰越明許費）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

令和７年１１月２５日 提出 

磐 田 市 長  草 地 博 昭
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　第 ２ 表　繰 越 明 許 費 補 正

１　追 加

事　　　　　　　業　　　　　　　名

千円

6 農林水産業費 2 林業費 海岸堤防整備事業

6 農林水産業費 3 水産業費 県営福田漁港整備費負担金

8 土木費 4 都市計画費 鎌田第一土地区画整理支援事業

款 項 金　　　　額

6,420,818

63,500

4,862
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第 ４ 表　 地 方 債 補 正

　１　変　更

限 度 額 利　　率 償 還 の 方 法 限 度 額 利　　率 償 還 の 方 法

千円 千円

697,500 554,300

うち合併特例費 (631,900) (533,200)

254,000 226,800

うち合併特例費 (152,700) (125,500)

133,600 58,300

うち合併特例費 (0) (0)

88,100 68,000

うち合併特例費 (88,100) (68,000)

6,448,000 7,174,400

うち合併特例費 (4,621,200) (5,192,700)

23,600 28,300

うち合併特例費 (0) (0)

634,000 648,500

うち合併特例費 (0) (0)

204,700 217,700

うち合併特例費 (0) (0)

628,400 632,700

うち合併特例費 (47,400) (42,300)

3,697,900 3,647,700

うち合併特例費 (3,597,700) (3,547,500)

809,300 826,800

うち合併特例費 (726,000) (743,500)

883,300 922,600

うち合併特例費 (339,900) (379,200)

54,400 40,100

うち合併特例費 (0) (15,800)

合　　　　計 15,231,000 15,720,400

うち合併特例費 (10,256,000) (10,698,800)

1.

2.

政府資金は融通条件によ
る。その他の資金は
5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる
政府資金及び地方公共団
体金融機構資金につい
て、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

この起債は、政府資金に
ついてはその融通条件に
より、その他の場合には
その借入先の条件に従い
償還する。ただし、市財
政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低
利に借換えをすることが
できる。

政府資金は融通条件によ
る。その他の資金は
5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる
政府資金及び地方公共団
体金融機構資金につい
て、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

この起債は、政府資金に
ついてはその融通条件に
より、その他の場合には
その借入先の条件に従い
償還する。ただし、市財
政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低
利に借換えをすることが
できる。

借 入 先
財 政 融 資 資 金
地方公共団体金
融 機 構 資 金
市 中 銀 行 等

借 入 方 法
証 書 借 入
証 券 発 行

借 入 先
財政融資資金
地方公共団体金
融 機 構 資 金
市 中 銀 行 等

借 入 方 法
証 書 借 入
証 券 発 行

1.

2.

中学校建設事業費

幼稚園施設整備事業費

小学校建設事業費

道路橋りょう整備事業費

河川整備事業費

消防施設整備事業費

文化振興施設整備事業費

一体校建設事業費

水産施設整備事業費

農林施設整備事業費

児童福祉施設整備事業費

一般廃棄物処理事業費

スポーツ施設整備事業費

起 債 の 目 的
補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　前 補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　後

起 債 の 方 法 起 債 の 方 法
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令 和 ７ 年 度  

磐田市一般会計補正予算（第７号）に関する 

説    明    書
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給   与   費   明   細   書
１   特別職

職

員 報   酬 給   料 期 末 手 当 地域 その他 計 共済費 合計 備考
数 （千円） 手当 の手当

年間支 給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

13,102
長　等 3 29,400 19,200 61,702 7,320 69,022

補 4.65
45,111

議　員 26 136,060 181,171 35,039 216,210
正 3.50

3,059 人 
36 13,068 13,068 13,068

後 288,905 千円 
3,059 人 

計 65 149,128 29,400 58,213 19,200 255,941 42,359 298,300
288,905 千円 

12,961
長　等 3 29,400 19,200 61,561 7,320 68,881

補 4.60
45,111

議　員 26 136,060 181,171 35,039 216,210
正 3.45

3,059 人 
36 13,068 13,068 13,068

前 288,905 千円 
3,059 人 

計 65 149,128 29,400 58,072 19,200 255,800 42,359 298,159
288,905 千円 

141
長　等 141 141

比 0.05

議　員
0.05

較

計 141 141 141

区分

給               与                費

人事院勧告に準じた期
末手当引き上げによる
増額

人事院勧告に準じた期
末手当引き上げによる
年間支給率改定

その他の
特別職

その他の
特別職

その他の
特別職
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2   一般職

(1)   総括

職

員
数
（人） （千円） （千円）

補正後 2,210 4,924,397 10,348,738

補正前 2,181 4,792,661 10,007,748

比  較 29 131,736 340,990

121,929 114,900 7,029

294,056 285,439 8,617

1,743 1,603 140

63,634 60,132 3,502

118,963 120,464 △ 1,501

24,853 24,772 81

424,378 338,955 85,423

106 106 0

615 638 △ 23

106,429 106,049 380

1,272 1,272 0

4,176 4,176 0

1,447,644 1,407,967 39,677

898,822 866,728 32,094

255,840 255,840 0

計

宿 日 直 手 当

住   居   手   当

通   勤   手   当

1,626,046

職員手当の内訳

区分

管理職員特別勤務手当

扶   養   手   当

地   域   手   当

特 殊 勤 務 手 当

時間外勤務手当

教職員調整手当

義務教育等教員特別手当

管 理 職 手 当

11,906,027

378,002

1,935,291

（千円） （千円）

退   職  手   当

単身赴任手当

期   末   手   当

勤   勉   手   当

1,659,881

備考共済費
報    酬 給    料 職員手当

合計
給      与      費

1,898,279

補正後（千円）

3,589,041

175,419 37,012

補正前（千円） 比     較（千円）

（千円）

12,284,029

（千円）

3,764,460

区      分

33,835
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(2)  給料及び職員手当の増減額の明細    

区分 増減額 説      明
（千円） （千円） （千円）

給与改定に 給与改定の状況
131,736 伴う増減分 148,134

給料の改定率
補正後 3.27%

給与改定実施時期

昇給に伴う
増加分 0

その他の増 職員の異動状況（会計年度任用職員は除く）
減分

△ 16,398 職員の異動に伴う増減 令和７年４月１日在職者
1,987 1,163 人

昇格に伴う増加 令和７年度退職者
10,474 3 人

会計年度任用職員分の減額 令和７年度異動者（他会計より）
△ 2,891 0 人

．
育児休業、病気休暇等による
減額

令和７年度異動者（他会計へ）

△ 25,968 0 人

令和７年10月１日在職者
1,160 人

制度改正に
175,419 伴う増減分

92,256

その他の増
減分 83,163

期末手当の改定

職員手当

増減事由別内訳 備           考

12月期の支給割合　　　1.25月→1.275月

12月期の支給割合　　　1.05月→1.075月

給料

　　　令和7年4月1日

勤勉手当の改定
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(3) 給料及び職員手当の状況
ア 職員１人当たりの給与

一般行政職 技能労務職 消防職

345,029 314,256 336,726

396,305 348,405 401,021

45歳７月 55歳２月 40歳７月

334,255 305,507 325,657

384,882 339,132 389,280

45歳７月 55歳２月 40歳７月

イ 初任給

区  分

高校卒

大学卒 237,600 237,600 232,000

国の制度

一般行政職（円） 消防職（円）
一般行政職（円）

206,700 206,700 200,300

令和７年12月1日現在
（補　　正　　前）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

区                  分

令和７年12月1日現在
（補　　正　　後）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）
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6  款

2 項

4 目

8

10

11

12

13

14

16

217

委 託 料 7,817,839 968,200 5,452,618

役 務 費 1,506

海 岸 堤 防 整 備 事 業

旅 費
千円 千円 千円
31

節 予　算　額

左　　の　　う　　ち

繰　越　事　由
その性質上繰越さ 予算成立後の事由
なければならない に よ り繰越 さなけ
と予想される もの ればならないもの

補 正 予 算 の 繰 越 明 許 費 事 項 別 明 細 書

農 林 水 産 業 費

林 業 費

海 岸 堤 防 費

関係機関との協議
に不測の日時を要
したことによる事業
費の執行期間不
足のため

使用料及び
賃 借 料

工事請負費 1,119,179

需 用 費 7,010

公有財産購
入 費

350

合　　　　計 8,946,132 968,200 5,452,618
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6  款

3 項

2 目

18

補 正 予 算 の 繰 越 明 許 費 事 項 別 明 細 書

農 林 水 産 業 費

水 産 業 費

水 産 業 振 興 費

国補助金の増額に
よる令和８年度執
行予定分の前倒し
に伴う事業費の執
行期間不足のため

負担金、補助
金及び交付

金

千円 千円 千円
34,743 4,862

節 繰　越　事　由
その性質上繰越さ 予算成立後の事由
なければならない に よ り繰越 さなけ
と予想される もの ればならないもの

県 営 福 田 漁 港 整 備 費 負 担 金

予　算　額

左　　の　　う　　ち

0合　　　　計 34,743 4,862
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8  款

4 項

2 目

10

11

12

14

18

補 正 予 算 の 繰 越 明 許 費 事 項 別 明 細 書

土 木 費

都 市 計 画 費

土 地 区 画 整 理 費

繰　越　事　由
その性質上繰越さ 予算成立後の事由
なければならない に よ り繰越 さなけ

鎌 田 第 一 土 地 区 画 整 理 支 援 事 業

と予想される もの ればならないもの

節 予　算　額

左　　の　　う　　ち

12

役 務 費

需 用 費
千円

委 託 料 25,009

工事請負費 11,330

負担金、補助
及び交付金

265,100 63,500

移転対象者との交
渉に不足の日時を
要したことによる事
業費の執行期間
不足のため924

千円 千円

合　　　　計 302,375 0 63,500
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歳入歳出

補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額 補 正 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

31,060,105 15,436,600 489,400 15,926,000 3,054,815 3,054,815 43,441,890 489,400 43,931,290

総 務 9,471,200 1,135,400 △170,400 965,000 778,406 778,406 9,828,194 △170,400 9,657,794

民 生 2,600 254,100 △75,300 178,800 256,700 △75,300 181,400

衛 生 1,483,252 90,100 △20,100 70,000 395,807 395,807 1,177,545 △20,100 1,157,445

労 働 1,200 23,400 23,400 24,600 24,600

農 林 水 産 5,297,263 6,551,100 731,100 7,282,200 116,013 116,013 11,732,350 731,100 12,463,450

商 工 35,988 22,581 22,581 13,407 13,407

土 木 6,151,784 1,006,700 27,500 1,034,200 967,943 967,943 6,190,541 27,500 6,218,041

公 営 住 宅 204,509 13,800 13,800 30,304 30,304 188,005 188,005

消 防 1,070,355 696,000 4,300 700,300 81,880 81,880 1,684,475 4,300 1,688,775

教 育 7,341,954 5,666,000 △7,700 5,658,300 661,881 661,881 12,346,073 △7,700 12,338,373

合 併 特 例 債
( 再 掲 )

22,111,205 10,393,000 442,800 10,835,800 2,146,310 2,146,310 30,357,895 442,800 30,800,695

628,200 178,600 178,600 806,800 806,800

農 林 水 産 66,700 66,700 66,700

公 共 土 木 407,700 157,700 157,700 565,400 565,400

文 教 施 設 67,400 67,400 67,400

そ の 他 施 設 86,400 20,900 20,900 107,300 107,300

23,983,826 2,470,763 2,470,763 21,513,063 21,513,063

減税補てん債 46,384 37,684 37,684 8,700 8,700

減収補てん債 185,467 11,540 11,540 173,927 173,927

臨時財政対策債 23,725,844 2,414,073 2,414,073 21,311,771 21,311,771

都市開発資金
貸 付 金

26,131 7,466 7,466 18,665 18,665

55,672,131 15,615,200 489,400 16,104,600 5,525,578 5,525,578 65,761,753 489,400 66,251,153

補正予算の地方債の前年度末における現在高並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書

増 減 見 込 み 令 和 ７ 年 度 末 現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額
補正前の額 補正後の額

(4)

区 分
令和６年度末
現 在 高

令 和 ７ 年 度 中

1 普 通 債

(1)

(2)

(3)

(2)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

2 災 害 復 旧 債

(1)

(2)

(3)

(4)

合　　　　　計

(3)

(4)

3 そ の 他

(1)

-52-


